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経済学研究 44-3
北海道大学 1994.12

組織概念と顧客満足
バーナード理論の展開一一

浜田照久

l 序 ら，協働システムの物的環境，社会的環境，そ

ドラッカーは rどのような企業についても，

覚えておくべき一つの最も重要なことは，壁の

内部には結果はないと言うことである。ビジネ

スの結果は，顧客満足である Jl)と述べ，企業成

果として顧客満足の達成を最も重要視している。

近年この顧客満足に対する関心が，とくに高ま

りを見せている。

そして，この顧客満足について考えるとき，

われわれはまず第一に，顧客を組織概念の中に

取り入れたバーナード理論を思い浮かべるので

ある。

本稿では，バーナード理論において顧客がど

のように扱われ，顧客満足とは何を意味するの

かを解明し，さらにそれが現代の顧客満足の理

論にどのように展開されているのかを考察する。

2 組織概念と組織貢献者

(1)組織概念と組織貢献者

ノてーナードは組織について次のように述べて

いる。

「組織とは，意識的に調整された人間の活動

や諸力のシステムと定義される。J2)この定義か

1) Drucker， P.F.，“Management and the World's 
Work，" Harvard Business Review， September-
October， 1988.p.76 

2) Barnard， C， I.， The Functions 01 the Exective 
(Thirtieth Anniversary Edition) ， Cambridge， 

Mass. : Harvard University Press， 1968，p刀

して人的環境は組織にとって外的地位におかれ，

組織はあらゆる協働システムに共通する協働シ

ステムのー側面として把握される。そしてこの

組織の存続は，物的，人的，社会的な素材，要

素，諸力からなる環境が不断に変動する中で，

複雑な性格の均衡をいかに維持するかにかかっ

ている。このためには，組織に内的な諸過程の

再調整が必要である。つまり組織はその定義か

ら，調整された人間活動からなるのであるから，

組織が存続していくためには，諸々の環境の変

化に応じて，常に活動が調整されていなくては

ならないわけである。そしてバーナードの主た

る関心も，この調整の達成される過程に注がれ

ていると言える。

組織が調整された人間活動からなるとすると，

その活動を提供する人聞は，どのような人々か

が問題となる。バーナードは，組織を構成して

いる人々を次のように指摘している。「組織を二

人あるいはより多数の人々の協働的活動のシス

テムと定義するのであるけれども，意味の混乱

がないようなところでは，表現の便宜上，人間

の集団として組織を述べる習慣に従い，そのよ

うな人聞を“構成員"と呼ぽう。しかしながら

この本では通常，より一層の理解と概念的枠組

の一貫性のため“構成員"を“貢献者"に置き

換え，組織を構成する活動を“貢献"に置き換

えるが，余りすっきりしたやり方ではないかも

しれない。しかし“貢献者"には，われわれが

普通，組織の“構成員"と呼ぶ人々を含むが，

“貢献者"はより広義の用語であり，他の人々
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もまた含む。そしてこれに対応して，“貢献者"

は“構成員であること"あるいは“構成員とし

ての活動"よりも，より広義の用語であること

が注意されなければならない。J3)つまり組織力

の証拠である諸々の活動は，すべての貢献活動

やエネルギーの受取りを含むのであるから，商

品を購入する顧客とか消費者，原材料の供給者，

資本を提供する投資家なども貢献者として考え

られるのである。すなわち，組織とはある程度

限定された集団から構成されているものだとす

る組織概念とは対称的に，バーナードは，出資

者，供給者，そして得意先や顧客の活動を組織

の中に含ませている。さらに異野教授は，バー

ナードが指摘した貢献者の他に，-バーナードが

この構想を抱いた1930年代とは異なり，これ以

外に現代では労働組合と国家ならびに地方行政

官庁や公共団体をも構成員に加えることが必要

であろう J4)と述べており，貢献活動を提供する

あらゆる人々を組織概念の中に含めるバーナー

ドの意図からみて，妥当な解釈と言えよう。

以上のように，二人またはそれ以上の個人の

行為が協働的である場合，すなわち，体系的に

調整されている場合には，その行為は組織を構

成すると言え，そこでは，組織貢献者としては

前述した貢献活動を提供するあらゆる種類の

人々が考えられており，それらの貢献活動が調

整されているのである。そして，この諸々の活

動を調整するのが，取りも直さず，管理者の職

能の核心である。

(2)組織の調整過程

ノてーナードは，管理者の職能は組織の諸要素

ーコミュニケーション・システム，貢献意欲，共

通目的ーに対応しているとして，次のものを指

摘する。それらは，-第ーにコミュニケーション・

システムを提供すること，第二になくてはなら

ない努力の確保を促進すること，そして第三に

3) ibid.， p.75 

4)良野 {街「組織経済の解明』文填堂 1978年，p.65

目的を公式化し，規定すること」めである。管理

者のこれらの職能は，単なる有機的全体の要素

であって，これら諸々の要素が生命力あるシス

テムに結合されることーそれが組織を形成して

いるーが必要である。この結合は，活動への二

つの反対の刺激を含んでいる6)。第ーに管理者

の職能の具体的相互作用および相互適応は，一

部は，組織環境一全体としての特定の協働シス

テムとその環境ーの諸要因によって決定され

る。これは論理的分析過程と戦略的要因の識別

を含んでいる。つまり前述の管理者の諸々の職

能は，それぞれ離れて具体的に存在するのでは

なくて，全体としての組織過程の部分あるいは

側面であって，管理者には全体としての組織と

それに関連する組織環境を感得することが必要

とされるのである。第二にこの結合は，活動の

生命力一努力する意思ーの維持に等しく依存

する。これは道徳的側面，モラールの要素，協

働の究極的な理由である。

ところでバーナードは，上述の管理過程の本

質的側面，全体としての組織環境を感得すると

いうことは，-単なる知的方法の能力，そして情

況の諸要因を識別する技術を越えるものである。

それに該当する用語は，“感覚"“判断"“センス"

“調和"“バランス"“適切さ"である。それは

科学よりもむしろ芸術の問題であり，論理的で、

あるよりもむしろ審美的であるJ7)と指摘する。

そしてこのような管理過程において考慮されね

ばならない要因が，組織の有効性(effective-

ness)と能率(efficiency)なのである。この組織

の有効性と能率の両方が確保されているとき，

組織は存続するわけであり，管理者には組織の

有効性と能率を確保することが要請されている。

このことが取りも直さず，前述した組織の調整

の過程である。

バーナードは管理過程の特質を述べる際，究

極目的が与えられていると過程した場合の組織

5) op. cit.， 217 
6) ibid.， p.233-234 

7) ibid.， p.235 
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行動について，組織の有効性と能率というこつ

の要因が考慮されねばならないとしている。な

ぜなら，究極目的が与えられていると仮定すれ

ば，問題は目的が実行されあるいは達成される

かということであり，もしそうなら使用した手

段が有効的であり，行為が能率的であるからで

ある8)。

組織の有効性

組織の有効性とは，-環境情況に対して，その

目的が適切であること」円最終目的が与えられ

ているとすると，-最終目的の達成のために，全

体としての情況のもとで選択された手段の適切

さにもっぱら関係している。j10)したがって，有

効性の程度は，目的の達成の程度であって，行

なわれた行為およびそれによって得られた客観

的結果が，個人的動機を満たすのに必要な諸力

や物を協働システムのために十分確保したかど

うかである。

またバーナードは，次のようにも指摘する。

「組織の継続は，その目的を遂行する組織の能

力に依存する。このことは明らかにその活動の

適切さと，環境の諸条件の両方に依存する。換

言すれば，有効性は主として技術的過程の事柄

である。 jll) ，-各々の技術的過程は同じ協働シス

テム内で用いられているすべての他の技術に依

存する。一般目的を細部目的に分割することが，

これを示している。細部目的の正確な形は，一

般目的とその部分の達成可能な過程とによって

形成されている。」ωこの様に有効性は，技術の

問題であり，協働システム全体の有効性にとっ

ては，これらの技術が統合されていることが必

要である。この技術的統合は13)，協働システムの

8) ibid.， p.236 

9) ibid.， p.83 

10) ibid.， p.236 

11) ibid.， p.91 

12) ibid.， p.237 

13)標準という言葉が技術的総合を保証する一つの具体

的方法である (ibid.，p.237) 

規模ないし範囲に影響を与えるという点で非常

に重要であり，多くの組織が失敗するのは，こ

の技術的統合を考慮しないからといえよう。

以上見てきたように，組織行動を組織の有効

性の側面に限っても，それは全体の統合の過程

であり，-局所的な考慮と広範な考慮、との間，一

般的な要求と特殊的な要求との聞に，効果的ノて

ランスを発見する過程である。」叫ところが全体

という観点が常に支配的であるのは，能率一最

後の分析においては，有効性を含むーとの関連

においてで、あると，バーナードは指摘する。「現

代の大規模な産業の統合の多くは，経済的考慮

は別にして，効果的目的達成の手段としての技

術の全連鎖を統制する必要にあると考えられる。

逆に，この問題を回避することが困難でドあるが

故に，しばしば非経済的な操業に陥ることにな

る。つまり余り規模が大きくなり過ぎれば，伸

縮性と適応性が減少し，非能率が強いられ

る。j15)つまり，経済的，技術的，科学的等の特殊

な側面からによる統制が支配的であるために，

能率が確保されず，組織が存続し得なくなるこ

とがある。この様にすべての要素を調和的に処

理しないために組織の存続が危うくなるとすれ

ば，全体を感得する技量のある管理者が，修正

行動を取らねばならない。かくして管理者には，

常に全体を感得する技量，センスといったもの

が必要とされ，能率との関連において有効性は

考えられるべきものなのである。

組織の能率

組織の能率とは，-そのシステムの均衡を維持

するのに十分なほど，有効な誘因を提供する組

織の能力である。組織の生命力を維持するのは，

この意味における能率であって，物質的生産性

の能率ではない。j16)すなわち，組織が提供し得

る物質的利益や社会的利益は，一般に限られて

14) ibid.， p.238 

15) ibid.， p.238 

16) ibid.， p.93 
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いると考えられ，そこで生産的観点からの能率

も，単に何がどれだけ生産されているかという

ことだけでなくて，個人の貢献に対して何がど

れだけ与えられているかに依存するのである。

物質的利益や社会的利益が，もし不適当に分

配されれば，ある人には不足することになる。

それ故，能率は一部は協働システムにおける分

配過程に依存しているといえる。さらに協働シ

ステムが能率的であるためには，満足の余剰を

創り出さねばならない。なんとなれば，もし貢

献者が，自分の投入するものを取り戻すだけな

ら，なんら刺激はない訳で，その貢献者にとっ

て協働は，なんの純満足ももたらさぬこととな

る。個人にとって能率とは，満足のいく交換で

あるので，かくして協働の過程には，満足のい

く交換の過程も含まれる。この様に，能率は一

方においては，協働が獲得し生産するものに依

存するとともに，他方においては，それらをい

かに分配し，動機をいかに変えるかに依存する

のである。究極のところ，組織の能率とは，組

織と個人との聞の相互交換の問題であり，組織

活動を引き出すに十分なほど個人の動機を満足

させて，組織活動の均衡を維持することであっ

て，-組織の生命は，その目的を遂行するに必要

なエネルギーの個人的貢献(物質ないし貨幣等

価物の支配の移転をも含めて)を確保し，維持す

る能力にかかっているJ17)のである。

ところでこの様な組織の能率についてバーナ

ードは，組織自体の維持という観点に立って，

組織自体の経済である組織経済の均衡という側

面から分析され得ることを示唆している。バー

ナードは，組織をその機能ー効用の創造，効用

の変形，効用の交換ーの側面から見ると，組織

を中核とした物的システム，人的システム，社

会的システムによって構成されている協働シス

テムには，組織経済，物的経済，社会的経済，

人的経済の各種の経済18)があると指摘する o こ

17) ibid.， p.92 

18) ibid.， p.241 

れらの各経済は，組織経済を中核としたバラン

スの上に成り立っているのである。組織経済は，

組織が統制する物材，組織が統制する社会関係，

組織が調整する個人的活動に対して，その組織

が与える効用のプールであり，したがって組織

の効用は，個人の評価ではなく，組織に独特な

ものとしての組織の調整行為に基づいた評価で

あって，物的所有，社会関係，そして個人の貢

献で，何をすることができるかということを基

礎にして，組織が自ら評価したものである。そ

れ故，バーナードは次のように指摘する。「組織

経済の均衡は，種々の効用を十分に支配するこ

とそして交換すること，それによって組織を構

成している個人的貢献(personalservice)を支

配し，交換し得るようにすることを必要とする。

組織はこれらの貢献を使用することによって，

効用の適切な供給を確保し，その効用を貢献者

に分配することによって，貢献者から効用の適

切な貢献の継続を得る。これらの貢献者が，自

らの交換における余剰，すなわち純誘因を要求

する限り，組織は自らの経済において，交換，

変形，そして創造によって効用の余剰を確保す

るときのみ，存続することができる。J19) 

以上の考察から，組織の能率は次の二つの統

制から生ずるといえる。「交換点，つまり組織の

周辺でのアウトプットとインプットの統制，そ

して組織に内的でトあり，生産要因である調整で

ある。交換は分配要因であり，調整は創造要因

である。」叫前述したように，組織は確保した効

用を貢献者に分配することによって，貢献者か

ら効用の適切な貢献を継続して受け取ることが

できるのであるから，組織の能率は，一つは組

織と貢献者との分配21)に関係するのである。し

かしながら，バーナードは次のようにも指摘す

19) ibid.， p.244-245組織は物的効用と社会的効用を支出

せねばならないが，組織が所有する以上には支出す

ることはできない。十分に所有するには，交換ある

いは創造のいずれかによって，効用を獲得せねばな

らない。

20) ibid.， p.254 

21) ibid.， p.254 
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る。「分配的要因においてどんなに能率が得られ

でも，大抵の場合，協力しないでト個々に得るこ

とが可能な満足の総計よりもより大きい総計は

得られないだろう。生存するためには，協働は

それ自体余剰を創造せねばならない。分配にお

ける保守主義の必要は，協働からの余剰が，ほ

とんど成功している組織においても小さし浪

費を許すほど十分でなく，こうした事実によっ

て組織が崩壊する可能性に原因がある。J22)した

がって，貢献者が純誘因を要求する限り，組織

は自らの経済において効用の余剰を確保すると

きのみ存続することができるといえるわけで，

多くの事情のもとで，第二の要因である調整の

質が，組織の存続における決定的要因となるの

である。

そしてバーナードは，分配の統制は高度に発

展した技術の問題となっているが，創造の能率

は結果的には技術の発明を含むが，性格として

はもともと非技術的であると述べ，次のように

指摘する。「必要なことは，全体として物事を見

るセンス，全体に対する部分の永続的従属，す

べての諸要因一一他の管理職能，技術，説得，

誘因，コミュニケーション，分配の能率一ーか

らの，最も広範な観点に立った，戦略的要因の

識別である。物的，生物的，経済的，社会的，

個人的そして精神的効用を計る共通の尺度はあ

り得ないので，創造的協働の戦略的要因の決定

は，センスの問題であり，釣合い感の問題であ

り，全体に対する異質的な諸部分の重要な関係

の問題である。」剖このように，組織行動は，その

重要な側面において知的なものでなく，それは

審美的，道徳的なものであるといわれる。

以上述べてきたように，組織行動の継続には，

組織の有効性と能率の確保が考慮されなければ

ならず，組織の機能的側面からは，組織経済に

おける組織の能率一有効性を含む の確保の

問題として把握される。それは，個人の動機を

22) ibid.， p.256 

23) ibid.， p.256-257 

満足させて，組織行動の均衡を維持することで

あり，そのシステムの均衡を維持するのに十分

なほど，有効な誘因を提供する組織の能力であ

る。また組織が存続し得るのは，組織が全体と

して生産しあるいは確保する経済的な満足なら

びにその他の満足が，常にその組織が全体とし

て消費する経済的およびその他の給付を償い得

る場合のみである。換言すれば，全体として消

費される効用よりも大なる効用を確保すること

が，必要とされる。組織は効用の適切な供給を

確保し，その効用をさらに貢献者に分配して，

すなわち純誘因を提供してはじめて貢献者から

適切な効用の貢献を継続して受け取ることがで

きる。したがって，組織が誘因として分配でき

る効用を確保することが協働の継続にとって必

要であり，組織の能率は効用の余剰の確保であ

るともいうことができ，組織は効用の余剰を確

保することによって，その効用を貢献者に分配

し，貢献者はその効用(純誘因)を受け取ること

になる。この限りにおいて貢献者は満足を得る

ことができ，協働はより一層促進され，協働的

な人間活動のシステムとしての組織は存続し続

ける。

この誘因と貢献とのバランスは，従業員は勿

論のこと，顧客も含めてあらゆる貢献者につい

ていえることであり，すべての貢献者について

誘因と貢献とのバランスを計り，貢献者から貢

献意欲を引き出していくことが必要である。

(3)貢献意欲

貢献意欲は，バーナードによって組織の三つ

の要素ーコミュニケーション，貢献意欲，共通

目的24)ーのーっとして指摘されているもので

あり i組織の生命力は，協働システムに対する

個々人の貢献意欲にかかっており・H ・-・貢献

意欲の継続は，目的を遂行する過程において，

各貢献者が獲得する満足に依存する」珂と述べ

24) ibid.， p.82 

25) ibid.， p.82 
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られている。

この貢献意欲の問題は，管理職能の観点から

見ると r組織の実体を構成している個人的サー

ビスの確保を促進することJ26)である。この管理

職能は，より具体的には， (1)組織との協働関

係に人を引き入れること，そして， (2)人を協働

関係に引き入れた後，活動を引き出す27)ことで

あり，人事管理の主要な課題である。しかしそ

れだけではなし組織概念は，前述したように，

従業員のみならず顧客に対しても等しく適用さ

れるのであるから，販売管理の主要な課題でも

ある。すなわち，組織のあらゆる貢献者に満足

を与えて貢献意欲を確保し，組織の存続をはか

っていくことが必要である。しかしここでは，

論文の目的に鑑み，貢献者のうち従業員と顧客

について考察していく。

従業員も顧客も組織の貢献者としては，等し

く重要であり rビジネス行動の基礎社会学にお

いては，従業員の活動と，買い物をするときの

顧客の活動は同じ要素なのであり，同ーの組織

に対する同様の貢献であるJ28)とバーナードは

指摘している。組織としては，従業員にも顧客

にも満足を与えることによって，すなわち，か

れらの貢献よりも優る誘因を与えることによっ

て，満足を生みだし，貢献意欲を引き出してい

かなくてはならない。バーナードは指摘してい

る。「百貨屈は従業員の集団として，物的な設備

として，商品の在庫として考えることもできる

が，それにも拘らず，顧客の協働行為があるた

めに，それは庖として存在する。J29)

そこで管理職能としては，前述したように，

まず組織との協働関係に人を引き入れることが

必要であり r従業員と顧客ともに，彼らが協働

できるようになるか，あるいは協働しようとす

26) ibid.， p.82 
27) ibid.， p.227 

28) ibid.， p.227 
29) Barnard. C. 1.， Organization and Manage押1ent，
Cambridge， Mass，. Harvad Business Press， 1948.p. 
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るまえに，協働関係に引き入れることが必要で

ある。その際，広告の技術と販売活動の技術が

用いられる。」叩)従業員についても顧客について

も，管理職能としてはいずれも協働関係に引き

入れることが重要であるが，しかしそれだけで

は不十分でトあり，その後貢献意欲を引き出して

いかなければならない。すなわち r協働関係が

確立されたなら，組織を構成する交換活動が引

き出されねばならない。交換は，一方の側(従業

員)には金銭に対してのサービスであり，他方の

側(顧客)には活動(財やサービスを移転させる

行為)に対しての金銭である。従業員を雇用する

ことと，活動を獲得することは別のことである

ということは，ほとんど論ずるまでもないであ

ろう。同様に，顧客を屈に引き入れることと，

販売することは別のことなのである。J31)

このように協働関係を確立した後，従業員に

は組織目的の達成に向かつて積極的に貢献意欲

を発揮してもらうことが必要でトあるし，顧客に

対しては，実際に財やサービスと金銭との交換

をしてもらう，購買意欲を発揮してもらうこと

が必要である。

このことは，従業員に対してはモラールの維

持として，顧客に対してはグッドウィルとして

述べられてきたものである32)。したがって，組織

の存続のためには，従業員，顧客ともに動機を

満たして協働関係を確立し，その後さらに積極

的な貢献活動を引き出すために満足を与えるこ

とによって，モラーノレやグッドウィルの維持に

つとめ，組織に対する貢献活動を引き出してい

くことが必要である。

以上見てきたように，バーナード理論におい

て顧客満足は，従業員満足と同様に，組織の存

続には必ず達成されなければならない要件であ

る。しかも両者共に，協働関係を確立するだけ

30) ibid.， p.119 

31) ibid.， p.120 
32)その他活動を引き出す方法として，誘因体系の維持，

抑制体系の維持，監督と統制，検査，教育と司臓が

指摘され，分析されている。 ibid.，p.119-125 
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図1 サービス・プロフィット・チェーン
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の満足だけではなしさらにより積極的な貢献

活動を引き出すための満足を与えることが必要

である。すなわち積極的なモラールやグッドウ

イルを引き出すことが必要である。

しかしながらバーナードは，組織の存続にお

いて，従業員満足と顧客満足がどのように相互

に関連しているのか，さらに，協働関係に引き

入れるための満足と貢献活動を引き出すための

満足との関係については論及していない。

そこで次に，従業員満足と顧客満足との相互

関係について分析している最近の研究を考察し，

ノTーナード理論との関連性を探求していく。

3 従業員満足と顧客満足との関係

ーへスケッ卜たちの研究を中心として

( I )サービス・プ口フィッ卜・チェーン

ノ¥ーバード・ビジネス・スクールのへスケット，

ジョーンズ，ラグマン，サッサー，そしてシュレ

ジンガーは，成功したサービス企業の分析をもと

に開発したモデル，サービス・プロフィット・チェ

ーンによって，従業員満足，顧客満足，そして組

織の成長の関係を分析している(図 1) 33)。

33) Heskett，].L.， ]ones，T.O.， Lovemen， G.W.， Sasser，Jr 

0対象となる顧客

のニーズに合っ
たサービスι設
計と提供

へスケットたちは，最近のサービス企業刊の経

営者たちが，顧客とそれと応対する従業員を経

営管理の中心に考え始めていることに注目する

ことによって，このモデルを開発するに至った。

サービス・プロフィット・チェーンは，従業員

満足と従業員のロイヤリティ，そして生産性が

製品とサービスの価値に与える影響を測定する

ものである。さらに，顧客満足と顧客のロイヤ

リティ，そしてそれが収益性と成長性に及ぼす

効果を評価できるようにしたものである。この

モデルは，一人の得意客から得られる生涯価値

は，とくに顧客維持や関連製品の反復的購買か

ら得られる利益に，新しい顧客の紹介が加わる

と，その額は計り知れないほど莫大なものにな

ることを示している 35)。またサービス・プロフィ

ット・チェーンは，収益性，顧客満足とロイヤリ

ティー，従業員満足とロイヤリティーとの関

.， W.E.， and Schlesinger，L.A.，“Putting the Service 
Profit Chain to Work，" Harvad Business Review， 

March-April， 1994 
34)例えば，パンク・ワン，インチュート，サウスウエス
ト航空，サービス・マλター， USAA，タコ・ベル，
MC 1などが取り上げられている。
35)例えば，ピザの得意客からは8，000ドル，キャデラッ
クの所有者からは320，000ドルもの生涯利益が得ら
れることなどが示されている。 ibid.，p.164 
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係を確立するものであるので，これによって経

営者が，サービスと満足の水準の向上をめざし

た新しい戦略を立て，競争相手に対して優位に

立つことができるようになる。

このモデルは，次の命題からなっている。①

企業の利益と成長は，顧客のロイヤリティーに

よって促進される。②顧客のロイヤリティーは，

顧客満足によって促進される。③顧客満足は，

顧客に提供されたサービスの価値に大きく影響

される。④サービスの価値は"生産性の高い従

業員によって創造される。⑤従業員のロイヤリ

ティーは，生産性を促進する。⑥従業員のロイ

ヤリティーは，従業員満足によって促進される。

⑦従業員満足は，従業員が顧客にもたらす質の

高いサービスや方策に起因する。

①企業の利益と成長は，顧客のロイヤリティ

ーによって促進される 36)。

過去において，利益を極大化するために経営

者たちは，業界のナンバーワン，あるいはナン

ノfーツーになるという目標をめざしてきたが，

最近になって，ソフトウエアーのようなサービ

ス業や銀行に関する研究において，顧客のロイ

ヤリティーが利益のより重要な決定要因である

ことが示されている。例えば，ライクヘノレドと

サッサーは，顧客のロイヤリティーが5%増加

すれば，利益は25%から85%にまで増加すると

推定している。そして顧客のロイヤリティーを

基準とした市場シェアーの質的側面は，その量

的側面に匹敵するほどの注目に値すると，彼ら

は結論づけている。

またへスケットたちは，オハイオ州コロンパ

スに本拠をおくパンク・ワンは，顧客のロイヤリ

ティーと顧客満足に関わるいくつかの要因を監

視する精巧なシステムを開発し，四半期ごとに

顧客維持の測定を行っていることに注目してい

る。こうした情報に基づいて展開された戦略の

おかげで，パンク・ワンはここ数年で競争他社の

倍以上の資産収益率を達成している。

36) ibid.， p.165 

②顧客のロイヤリティーは，顧客満足によつ

て促進される 3幻7η}

現在，顧客満足の数量化にとり組んでいるも

のとして，ヘスケットたちは，ゼロックス社の

例を取り上げている。ゼ、ロックス社はここ数年

にわたって，年間48万人の顧客に対して 5点

(高い)から 1点(低い)の5点尺度で製品と

サービスの満足に関して調査している。 2年前

までは，ゼロックス社の目標は1993年末まで、に，

4点(満足)か5点(非常に満足)の回答を100

%達成することだ、った。しかし， 1991年に 4点

と5点の満足度を示した顧客を分析したところ，

「非常に満足」か「満足」かで評点と実際のロ

イヤリティーとの関係がかなり異なることがわ

かった。 5点をつけた顧客は 4点をつけた顧

客より，ゼ、ロックス社の機器を再び購入しよう

というものが6倍もいたのである。

この分析は，ゼロックス社を伝道者づくりへ

と努力させた。伝道者とは，製品やサービスの

利用を変えないほど満足している人をいう。現

在ゼ、ロックス社の経営者は，サービスの水準を

高め顧客満足を保証することによって， 1996年

末間でに 100%伝道者にするあるいは 5点をつ
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図2 顧客満足とロイヤリティとの関係

37) ibid.， p.165 
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けてもらうことを望んでいる。

しかし、これと同時に，ゼ、ロックス社の利益

にとって重要なことは，テロリストを創り出さ

ないことである。なぜならテロリストは，こと

あるごとに，サービスのまずさを吹聴するから

である。そしてテロリストたちは，何百人もの

潜在的顧客をつかまえることができ，時にはサ

ービスや製品の利用をやめさすことすらできる

からである(図2)。

③サービスの価値は顧客満足を促進する問。

へスケットたちは，サービスの価値が顧客満

足を生む例として，プログレツシブ社という保

険会社をとり上げている。プログレツシブ社は，

自社の顧客に対する価値の創造を，迅速なクレ

ーム処理と補償を行い，保険契約者の労を煩わ

せないことによって実現している。同社のCA

T(災害)チームのメンバーは事故現場にかけつ

け，輸送や宿泊所といった支援サービスと苦情

処理をすみやかに行っている。 CATチームが

顧客に価値を提供しているからこそ，プログレ

ツシブ社は損害保険業界で最大の利益を上げる

企業のーっとなっている。

④従業員の生産性は価値を促進する 39)。

へスケットたちはこの例として，サウスウエ

スト航空を紹介している。サウスウエスト社で

は3分の 2の飛行機が15分以内で離発着を済ま

せ，飛行機の有効利用と時間のかかる搭乗員の

交替をしない短距離路線において，パイロット

と航空機を競争他社よりも約40%も有効に活用

している。他の航空会社では50時間であるのに

対して，同社のパイロットは月平均70時間も飛

んでいる。こうした要因が，市場の実勢価格よ

りも60%から70%も低い運賃を可能にしている。

同社は座席指定をせず，食事も出さず，他の

航空会社と予約システムを統合していないが，

顧客はサウスウエスト社を非常に高く評価して

いる。顧客はサウスウエスト社の多くの便数，

38) ibid.， p.166 

39) ibid.， p.166 

時間通りのサービス，親切な従業員，格安の航

空運賃を高く評価しているのである。

連邦航空局の実績指標では大手の航空会社の

中で，サウスウエスト社が，定刻の到着，苦情

件数の少なさ，1，000人当たりの遺失物件数の少

なさでつねに最も高いレベルにあり，座席マイ

ル当たりの運賃の安さを考えれば，同社がいか

に高い価値を創造しているかがわかる。サウス

ウエスト社は21年連続して黒字決算であり，

1992年に黒字を出した唯一の航空会社である。

⑤従業員のロイヤリティーは，生産性を促進

する40)。

ほとんどのサービス関連の仕事において，離

職の真のコストは生産性の低下と顧客満足の低

下である。例えば，アプト・アソシエイツの自動

車ディーラーの販売員の調査では 5年から 8

年の経験のある販売員を 1年にも満たない販売

員と代替えすることによって生じる，月のコス

トは365，000ドルに相当するという結果がでて

いる。また，証券会社が宥能なブローカーを失

うことに伴うコストにいだっては，もっと悲惨

であることが示されている。

⑥従業員満足はロイヤリティーを促進する叫0

1991年に損害保険会社で行われた調査による

と，不満をもっている従業員のうち30%が会社

をやめる意思があり，その潜在的な離職率は満

足している従業員の3倍以上に達することが示

されている。また，離職率の低さが，顧客満足

の高さと密接に関連していることからも明らか

にされている。

サウスウエスト航空の従業員の定着率は，航

空業界で最も良く，従業員の満足水準がとても

高いので，年間の離職率が5%以下の営業所が

いくつかある。大手保険会社のUSAA社も，

従業員の高い満足を獲得することによって，離

職率を低水準にしている。

⑦内的性質(intcrnalquality)は従業員満足

40) ibidり p.167

41) ibid.， p.167 
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を促進する 42)。

内的性質は，従業員が仕事，同僚，そして会

社に対していだいている感情によって測定され

るが，これが従業員満足に最も貢献している。

USAA社の電話販売とサービス担当者は，顧

客情報名簿が整った精巧な情報システムに支援

されることによって，顧客からの電話に迅速に

対応することができる。このような職場環境の

内的性質は，従業員満足を決める最大の要因と

なる。

(2)サービス・プ口フィッ卜・チェーンの活用

前項において，サービス・プロフィット・チェ

ーンについて説明してきたが，重要なことは，

このモデルに基づいて自社の調査を行い，それ

を戦略策定に役立てて管理を行っていくことで

ある。⑥で紹介した損害保険会社が行った1991

年の調査では，従業員の満足とロイヤリティー

とが結び付いていることだけでなく，サービス

担当者が顧客ニーズを満たす能力を自覚してい

ることが，職務満足の重要な源であることが発

見された43)。顧客ニーズを満たしたと感じてい

る従業員の職務満足は，満たしていないと感じ

ている従業員の倍以上も高かった。さらに重要

なことは，サービス担当者の離職によって，顧

客満足は75%から55%にまで急激に低下したこ

とである。

この分析の結果，経営者は顧客に応対する従

業員の離職率の低減と，彼らの技能向上に取り

組みだした。このように，調査結果を管理に生

かしていくことが重要で、ある。

最後に，サービス・プロフィット・チェーンを

活用していく上で重要なものとして，ヘスケッ

トたちは，リーダーシップの役割を指摘してい

る。サービス・プロフィット・チェーンを理解し

ている企業のリーダーは，顧客や従業員に対す

るサービスを中心とした企業文化を展開し，維

42) ibid.， p.168 

43) ibid.， p.169 

持しており，顧客や従業員との接触にかなりの

時聞をさいている。ここにおいて経営者は，高

舞な価値，理念を掲げることによって，彼らの

ロイヤリティーを発揮させることができ，組織

の成長へと積極的にかり立てていくことができ

る。ヘスケットたちは指摘している。「最も高尚

な価値を擁護すれば，従業員はそれに挑戦する

ために立ち上がるJ 44)と。

このようにへスケットたちは，リーダーシツ

プの役割を重要視しており，単に枠組みを設定

するだけでなく，それを効果的に機能させてい

くのは，経営者のリーダーシップにかかってい

る。経営者の高遁な精神が，組織を成長させて

いく基礎となるのである。

4 結

本稿の考察によって，顧客満足は組織の維持，

成長の点から，従業員満足との関連において把

握されることが解明された。バーナード理論に

おいて，顧客は組織概念の中に含まれるもので

あり，したがって顧客満足は，従業員満足と同

様にはかられなければならない価値を有するも

のである。

これは，協動関係を確立する，貢献活動を引

き出す，という管理機能の点からは，従業員，

顧客ともに協動関係を確立し，しかる後，貢献

活動を引き出す，貢献意欲を獲得することであ

り，それはモラールとかグッドウィノレとして，

関心を集めてきているものであった。ただ、バー

ナードにおいては，従業員満足と顧客満足がど

のように関連しているかといった点，さらに協

動関係を確立するための満足と貢献活動を引き

出すための満足との関係については論及してい

ない。そこでこの点を，ハーバード・ビジネス・

スクールのへスケットたちの研究により，展開

を試みた。

へスケットたちの分析においては，バーナー

44) ibid.， p.169 
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ド理論の協動関係を確立するための満足に満足

という概念，貢献活動を引き出すための満足に

ロイヤリティーという概念を設定している。こ

れにより，従業員満足とロイヤリティー，顧客

満足とロイヤリティー，そして組織の成長との

関係をサービス・プロフィット・チェーンを構築

することによって体系的に分析している。した

がってへスケットたちの研究は，バーナードが

指摘した，従業員満足と顧客満足との関係をよ

りオペレーショナルな形で展開したものといえ

る。

さらにサービス・プロフィット・チェーンに照

らし合わせて，自社の問題点を究明し，経営戦

略の策定に役立てることができる。例えば，サ

ービス企業は顧客や従業員といった人に対する

投資を数量化する必要があるが，サービス・プロ

フィット・チェーンはこの重要な問題を遂行す

る上での枠組みを与えてくれる。その際，サー

ビス・プロフィット・チェーンを効果的に実行し

ていくには，リーダーシップの役割が重視され

ている。バーナードもへスケットたちも，経営

者の高舞な精神が組織成長の基礎となることを

強調している。

今後は，従業員や顧客以外の他の組織貢献者

の満足をも含めた関係を考察することによって，

サービス・プロフィット・チェーンをより精微化

していくことが必要である。さらに，サービス

企業以外の業種についても，サービス・プロフィ

ット・チェーンの有効性を検討していくことが

必要である。




